
第６回小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略等検討委員会 

次第 

 

日時 平成２８年３月４日（金）午後６時から 

場所 小金井市役所西庁舎２階 第五会議室 

 

【次第】 

 

１ 小金井市人口ビジョン（案）及び小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）

に対する意見及び検討結果等について 

 ⑴ パブリックコメント、市議会各会派からの意見 【資料１７・１８・１９】 

 

 

 ⑵ 市民フォーラム等における主な意見 【資料２０】 

 

 

 

  

２ その他（意見交換等） 

  

 

 

 

 

【配布資料】 

 別紙配布資料一覧のとおり 



№ 資　　　料　　　名 備　　考

第６回 17
小金井市人口ビジョン（案）及び小金井市まち・ひと・し
ごと創生総合戦略（案）に対する意見及び検討結果につい
て（概要）

【当日配付】

（3月4日） 18
小金井市人口ビジョン（案）及び小金井市まち・ひと・し
ごと創生総合戦略（案）に対する意見及び検討結果につい
て（市議会各会派からの意見）

【当日配付】

19
小金井市人口ビジョン（案）及び小金井市まち・ひと・し
ごと創生総合戦略（案）新旧対照表

【当日配付】

20 市民フォーラム等における主な意見 【当日配付】

小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略等検討委員会

配　付　資　料　一　覧



 

 

 

 

 

小金井市人口ビジョン（案）及び小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案） 

に対する意見及び検討結果について（概要） 

 

 小金井市市民参加条例第１５条の規定による小金井市人口ビジョン（案）及び小金井市

まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）に対する市民提言制度（パブリックコメント）を

実施した結果について、下記のとおり公表します。 

 なお、お寄せいただいた御意見と検討結果については、小金井市ホームページに掲載し

て公表するほか、企画政策課（市役所本庁舎２階）、広報秘書課広聴係（市役所第二庁舎１

階）、情報公開コーナー（同６階）、公民館各館、福祉会館、婦人会館、総合体育館、図書

館（本館）、保健センター及び東小金井駅開設記念会館で御覧いただけます。 

 

記 

 

１ 施策の名称  小金井市人口ビジョン（案）及び小金井市まち・ひと・しごと創生総 

合戦略（案） 

 

２ 意見の募集方法 

 ⑴ 意見募集期間 

   平成２８年１月２２日から２月２１日まで 

 ⑵ 意見提出方法 

   直接持参、郵送、ファクス又は電子メール 

 

３ 意見の提出状況 

 ⑴ 提出人数  

区 分 直接持参 郵 送 ファクス 電子メール 計 

個 人    ０人    ０人    ０人     １人    １人 

団 体    ０人    ０人      ０人     ０人    ０人 

計    ０人    ０人   ０人    １人    １人 

 ⑵ 延べ意見数 

   ８件 

 ⑶ 意見内容の内訳 

  ア 人口ビジョン関係  １件 

  イ 総合戦略関係    ６件 

  ウ その他       １件 

 

４ 寄せられた意見と検討結果 

  別紙のとおり 

 

５ 問合せ先 

  小金井市企画財政部企画政策課企画政策係  

  電 話 042－387－9800 

  ＦＡＸ 042－387－1224 

  E-Mail s010199@koganei-shi.jp   

第６回まち・ひと・しごと創生 

総合戦略等検討委員会資料 
資料１７ 



（別紙）パブリックコメント結果

意見募集期間：平成２８年１月２１日から２月２１日まで

意見提出数：１人・８件

No 項目 寄せられたご意見 意見に対する検討結果

1
第二部

人口ビジョン

　結局、人口推計の「どのケース」を目指しているのでしょう
か。もしどこかに書いてあれば見落としており申し訳ありませ
んが、具体的に分かりやすいように記載願います。

　人口シミュレーション(P.51)は、出生率や移動率の変動による推計
の変化をお示ししているものです。
　どのケースを目指すかお示しする考え方もありますが、その根拠や
積算をお示しすることは難しい問題であると考えています。さらには、
時代の状況変化に合わせて施策を推進していくことに対する影響も
大きいと考えております。
　そのため、総合戦略に掲げた施策や取組を推進し、生産年齢人口
の維持や増加はもとより、将来を担う年少人口の増加を図って、将来
的な人口減少及び少子高齢化がもたらす影響を回避、ないしは遅ら
せることが人口ビジョンの考え方となっています。

2
第三部
総合戦略

　P.54に「若年層・子育て世代の定住を図ることで、生産年
齢人口の維持や増加はもとより、将来を担う年少人口の増
加を目指します。」とあります。ただ、その後の総合戦略の中
で、「若者層」に対する魅力的な施策が見当たりません。子
育て以外の面で若者層にとって小金井市として「不足してい
るもの」「充実しているもの」はそれぞれ何でしょうか。また、
大学生が多く住むにも関わらずそこの定着率が低いように
感じています（あくまで実感値です）。その辺りの調査はでき
ていますでしょうか。さらに、その年代が小金井市に定着す
るための施策を盛り込まないと、何も変わらないと思います
（具体的に盛り込んでください）。

　平成27年7月に実施した「進学・就職・出産・子育てなどに関する意
識調査（以下「意識調査」という。）では、住みやすさの点について、
若年層（16歳～24歳）は高い割合を示していますが、定住意向の点
については、低い割合を示しています。さらに、若年層にとっての住
み続けたいまちを分析したところ、「駅周辺の整備などの街の利便
性」「街の安全・安心」「買物などの日常生活が便利」が高い割合を示
しており、若年層の定着に向けては、こういった点の充実が求められ
ているものと認識しています。
　P.59「施策②駅周辺などのにぎわいを通じたまちの魅力の創出」に
おける駅周辺の整備の取組、P.61「施策②交流、協働、連携にもとづ
いた活動の充実」における交流促進の取組、P.64「基本的方向２　子
どもの育ち・学びのための環境の充実」における連携や活用の取
組、P.67「施策②地域の防災・防犯体制の確立」における街の安全・
安心の取組、P.69「施策②豊かな地域生活の実現」における青少年
の活動の支援の取組を推進することで、小金井の魅力・愛着の増進
等を図り、若年層の定住につなげていきたいと考えています。

小金井市人口ビジョン（案）及び小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）に対する意見及び検討結果について
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No 項目 寄せられたご意見 意見に対する検討結果

3
第三部
総合戦略

　基本的目標１～３はいずれも人口ビジョンをもとに、適切な
ことが示されていると感じています。その基本目標に沿って
掛け声倒れにならないよう施策を具合化して取り組むよう頑
張ってください。

　総合戦略においては、基本目標や各施策の効果を検証するため
の指標として、数値目標やＫＰＩを定めています。その指標の推移を
年度ごとに確認することで、施策の進捗や効果を検証し、必要に応じ
て見直しを図ることとしています。
　今後、効果検証を適切に行い、総合戦略の効果的な推進を図るこ
ととなります。

4
第三部
総合戦略

　いずれも、KPIの項目設定と、その数値目標がいまいち理
解できません。結局、これらのKPIに設定されている項目の
数値をクリアすれば、すべての目標が達成したことになるの
でしょうか？

　ＫＰＩにつきましては、施策ごとの進捗状況を検証するための指標と
なりますので、施策の進捗度を確認していくうえでの主な判断材料と
なりますが、施策の達成状況については、ＫＰＩに加え、数値化できな
いような各取組の実施状況等も勘案しながら評価していくものと考え
ています。したがって、ＫＰＩの達成により、全ての目標が達成してい
るとまでは一概に言えないところであります。
　また、ＫＰＩとは別に基本目標に対する数値目標も設定しています
ので、そうした状況等も勘案しながら総合的に判断していくものと考
えています。

5
第三部
総合戦略

　KPIの数値がすべて達成すれば、人口ビジョンに示されて
いるケース②（総人口が長期的に維持されるケース）になる
ということでしょうか。とてもこの内容ではそうなるとは思えま
せんが。

　ＫＰＩは平成31年度までの指標と目標値であり、これによって人口に
一定の影響があるとは想定していますが、人口ビジョンでお示しして
いる2060年までの人口ビジョンとは対象期間が大きく異なりますの
で、長期的な影響度を明らかにするのは非常に困難であると考えて
います。

6
第三部
総合戦略

　“シティプロモーション”というからには市の広報・宣伝を強
化していくのでしょう。私も広報体制の強化が必要だと認識
しております。ところが、市の広報係ではホームページを所
管していません。これでどうやって市の広報を強化していく
のでしょうか。まずはホームページの所管を情報システム課
から広報係へ移管するがこれら施策を実践する上で必須な
事項ではないでしょうか。

　ご意見のとおり、シティプロモーションの推進には、広報体制の強
化が必要な要素の１つであると認識しています。
　広報媒体の１つであるホームページについては、平成28年1月に
ホームページをリニューアルし、見やすさなどの利用者の利便性の
向上を図ったところであります。今後は、一定の運用期間を経た上
で、広報体制の強化に向けた検討を行ってまいります。
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No 項目 寄せられたご意見 意見に対する検討結果

7
第三部
総合戦略

　各施策1つひとつに、KPIの設定をすべきだと思います。 　KPIについては、施策の進捗度を確認していくうえでの主な判断材
料となりますが、施策の達成状況については、KPIに加え、数値化で
きないような各取組の実施状況等も総合的に勘案しながら評価して
いくものと考えています。
　また、KPＩは基本目標の下に体系的に位置づけ、基本目標を達成
するための施策に係る指標を設定しております。なお、KPIは各施策
に対して主な指標を１つ以上設定しています。

8 その他

　なぜ、パブコメにかける前に、説明会を行わないのでしょう
か。2月14日にフォーラムを開催することになっているようで
すが、締め切りの一週間前に実施されても、ゆっくり考える
間もありません。シティプロモーションというからには、そもそ
もこの総合戦略の策定自体をしっかり市内に充分広報し多
くの市民にその内容を知ってもらい、色んな人を巻き込んで
盛り上げていくべきではないでしょうか。

　市民フォーラムの開催時期についてですが、パブリックコメント期間
中に実施することで、人口ビジョン及び総合戦略への理解を深めると
ともに、パブリックコメント提出を促す効果もあるものと考えています。
会場の確保等の関係から、この日程となったものであります。
　周知方法については、市報、ホームページでの掲載のほか、各公
共施設に資料の設置を行うとともに、大学・高等学校への周知も行っ
たところです。
　ご意見のとおり、総合戦略を多くの市民に知ってもらうことは非常に
大切なことであると考えています。今後の周知方法等については研
究・検討してまいりたいと考えています。
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No 項目 会派名 寄せられたご意見 意見に対する検討結果

1
第二部

人口ビジョン
小金井市議会
公明党

　そもそも戦略策定の大前提として、人口ビジョンのところ
で、市として目標とする人口が明確になっていないことに大
きな問題があると指摘したい。

　人口シミュレーション(P.51)は、出生率や移動率の変動による推計の
変化をお示ししているものです。
　人口ビジョンの対象期間は2060年までとなっておりますが、総合戦略
は平成31年度までという短期的なスパンでの戦略となりますので、これ
により、長期的な将来人口を具体的にお示しするのは数的根拠や積
算の困難性等から難しいと考えています。
　そのため、総合戦略に掲げた施策や取組を推進し、生産年齢人口の
維持や増加はもとより、将来を担う年少人口の増加を図って、人口減
少をできる限り食い止めていくことが人口ビジョンの考え方となっていま
す。

2
第二部

人口ビジョン
小金井市議会
民主党

　策定の目的が不明瞭で、小金井市の危機意識が感じられ
ないことは残念。

　市の人口は現在は微増傾向にありますが、P.21の人口推計におい
て、平成35年をピークとして減少すると見込まれており、何も対策を講
じなければ2060年に99,800人になると推計しています。さらに、P.22の
年齢３区分別の人口推移では、生産年齢人口は平成32年以降減少
し、老年人口は年々増加し高齢化率も上昇を続けます。
　これらの人口ビジョンで示された課題に対して危機意識を持ちながら
総合戦略を策定しているものであります。いただいたご意見を踏まえ、
P.54の将来展望の中に、「本市の将来人口は何も対策を講じなければ
平成35年をピークに減少に転じ、2060年に99,800人になると推計して
います。特に地域経済を支え、納税者ともなる生産年齢人口は、平成
32年から減少局面に入るとともに、高齢化率も上昇を続けます。そのた
め、市民の生活を守り安定・発展させることに困難が伴う場合も想定さ
れるところです。」と追記します。
　そして、人口構成を適正に保ちながら、小金井らしい地域経済の持
続的な発展を目的として、市民の生活を守り安定・発展させることを最
優先にし、人と人とのきずなをいかした参加と協働による創造的なまち
づくりを進めていきたいと考えております。

小金井市人口ビジョン（案）及び小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）に対する意見及び検討結果について（市議会各会派からの意見）

第６回まち・ひと・しごと創生 
総合戦略等検討委員会資料 資料１８ 
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No 項目 会派名 寄せられたご意見 意見に対する検討結果

3
第二部

人口ビジョン
小金井市議会
民主党

　人口構成の影響が与える社会的インパクトを分析した対
策が講じられていない。

　P.22の年齢３区分別の人口推移から、生産年齢人口は平成32年以
降減少し、老年人口は年々増加します。この人口構成の影響が与える
社会的インパクトとして、高齢化率の上昇と、生産年齢人口の減少があ
り、対策としては、P.56の基本目標２で示すように将来にわたって安定
した人口構成を維持するためのまちづくりを推進するため、若い世代
が安心して結婚・出産・子育てができるような支援や環境の整備を図
り、子育て世代の住みやすさの向上につなげていくこととしています。
　また、高齢者が社会の担い手として活躍できるよう、健康づくり、生き
がいづくりの施策を推進してまいります。

4
第二部

人口ビジョン
小金井市議会
民主党

　特に人口減少について、小金井市がどのような市民に移
住・定住して欲しいのかの戦略が見えてこない。

　生産年齢人口の割合は、将来50％台に減少することが推計されてい
ます。このことからも、人口の将来展望（P.54)の中で、若年層・子育て
世代の定住を図り、生産年齢人口の維持や増加はもとより、将来を担う
年少人口の増加を目指すこととしています。
　そのため、市の強みを市外に発信し、実際にまちに訪れてもらう交流
人口の拡大を図ることを通じて、住みやすいまち、住んでみたいまちと
いうイメージを広く周知することで移住に至るよう促すこととしています。
　このため、若者・子育て世代の転入超過数の増加を数値目標にして
いるものです。
　なお、今後増加する高齢者が安全・安心な暮らしを送りながら定住で
きるよう、いきいきと地域で活躍し、生きがいを感じながら暮らすことが
できるような施策の推進も図ってまいります。
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No 項目 会派名 寄せられたご意見 意見に対する検討結果

5
第二部

人口ビジョン
生活者

ネットワーク

　年齢3区分別の人口推移を見ても、小金井市も年少人口
や生産年齢人口はあまり伸びておらず、65歳以上の老齢人
口が増えている。転入・転出は29歳までの若い世代が多
い。せっかく転入した若者を早々に転出させず、納税世代・
現役世代を定着させる強力な戦略が必要。また、出産・子
育ての意向調査から、理想とする子どもの数は、実際に予
定している子どもの数より多く回答した人が４分の１いる。つ
まり条件が合えば子どもを、今よりも多く持ちたいと考える人
が一定数いるということだ。しかし子どもがいる人の方が住
みやすさの評価が低いことから、「子育て・子育ち環境の充
実を図り、子育て世代が住みやすいと思えるまちにするこ
と」を課題として押さえたことは評価できる。
　そういう意味で将来展望や目指すべき方向性はその通り
なのだが、ワクワクするような「小金井らしさ」が感じられな
い。P54視点の１，２，３に、具体的な地域資源の活用、例え
ば「はけや野川、武蔵野公園の豊かな自然を保全、活用」
「大学との連携で、若者と子育て世代・高齢者世代の交流
を図る」「市民参加で地域に根付いた活動の歴史ある公民
館」などの文言を加えてはどうか。

　総合戦略は、市の実情に応じたものを策定していく必要があることか
ら、小金井らしさを表現していくため、いただいたご意見を踏まえ、P.54
の「３　将来展望と目指すべき方向性」の(2)目指すべき方向性に掲げ
る視点に、「豊かな自然の保全・活用により魅力を高めること」、「若者と
子育て世代・高齢者世代の交流を図ること」を追記します。

6
第三部
総合戦略

日本共産党
小金井市議団

　子育て環境が不十分であること、とりわけ、共働き家庭に
とって切実な保育園の待機児童の解消と医療費の無料化、
幼稚園の保育料の負担軽減など経済的支援を行うことが求
められています。

　待機児童解消施策については、事業計画に基づき、平成29年4月ま
でに解消すべく取り組んでいます。また、医療費については自己負担
分のうち、乳幼児は全額を、義務教育就学児は、所得制限範囲内であ
れば、200円を除いた額を助成しています。さらに、幼稚園の保護者負
担軽減策としては、私立幼稚園等就園奨励費補助金及び私立幼稚園
保護者補助金を支給しています。
　ご意見については、P.63「施策①すべての子育て家庭への支援」の
中の取組に盛り込んでいます。

7
第三部
総合戦略

日本共産党
小金井市議団

「人口ビジョン及び総合戦略（案）」の施策は、全般的に具
体的な記述と漠然とした記述があります。
例えば、60ページの施策②では「名勝小金井（サクラ）の並
木の復活と緑道の整備」と具体的ですが、63ページでは
「子育てしやすい環境整備」と漠然としています。具体的な
施策を記述すべきです。

　ご意見のとおり、総合戦略の施策や取組には、記述のばらつきがあ
ることは認識しておりますが、第４次基本構想・後期基本計画や産業振
興プラン等の諸計画との整合を図る中でそのような記述となっておりま
す。
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No 項目 会派名 寄せられたご意見 意見に対する検討結果

8
第三部
総合戦略

日本共産党
小金井市議団

　P.58の小金井の魅力を発信し、交流人口の増加を図るこ
とにより、地域の活性化につながるまち」の「（１）基本的な考
え方」の中に、「駅周辺の再開発…進めることで、…小金井
ならではの文化的、経済的な活力を生み出すことを図りま
す」としており、重要行政評価指標に「市街地再開発事業
施行完了地区数」をあげています。しかし、駅周辺に高層マ
ンションが集中することは、まちの環境を壊し、小金井市の
緑と豊かな自然を持つというイメージに似つかわしくないと
考えます。また権利者の動向等によっては、目標通り進まな
い場合もあり、重要行政評価指標から外すべきです。財政
的に見ても市の負担は重く、そのために市民サービスが影
響を受けることになり、同意できません。

　市の「都市計画マスタープラン」では、目指すまちづくりのテーマに
「環境共生のまちづくり」、「安全・安心なまちづくり」、「自立（律）と活力
にみちたまちづくり」を掲げてまちづくりを推進してきており、小金井らし
さを代表する豊かな水やみどりを活かすとともに、魅力と活力にあふれ
た個性豊かなまちづくりを目指しています。
　駅周辺のまちづくりについては、小金井らしさが実感できるとともに来
街者が楽しめて、新たな出会いや交流が生まれるような魅力的な空間
整備を進めていくこととしています。
　まちづくりの将来像を目指し、武蔵小金井駅周辺では市街地再開発
事業によるまちづくりが進んでおり、すでに整備された第１地区による
利便性の向上に続き、現在組合施行で進められている第２地区の完
成によって、さらに賑わいや回遊性が向上することが期待されるところ
です。そのまちづくりの進捗を適切に把握する指標として「市街地再開
発事業施行完了地区数」を設定しているところであります。

4



No 項目 会派名 寄せられたご意見 意見に対する検討結果

9
第三部
総合戦略

日本共産党
小金井市議団

　基本目標２の数値目標では、若者・子育て世代の転入超
過数の増加をあげています。しかし、この分け方は大雑把と
言わざるを得ません。
　15歳から39歳の転入超過数の増加としています。しかし、
施策については、ほとんどが子育て世代の施策で、15歳か
ら22歳までの高校・大学生の施策はほとんどありません。
　２つに分けて、15歳から22歳までの高校・大学、若年雇用
者の対策を述べるべきです。
　高校生については、小金井市の奨学金制度の拡充や職
業体験の実施、児童館、公民館等の高校生の利用の拡充
を行う。
　大学生への家賃補助の創設や奨学金制度を拡充し、小
金井市に住み続けてもらえる方策を検討することも検討して
はどうでしょうか。

　人口ビジョンにおいては、5歳階級別の転出者数・転入者数（P.15）の
とおり、15～24歳では大きく転入超過となっており、25～39歳では転出
超過となっています。　したがって、大きく転入超過となっている15歳～
24歳における転入者が、25歳～39歳となった場合においても住み続
けたいと思うことが必要であります。
　基本目標２では、「多様な働き方ができ、安心して結婚・出産・子育て
できるまち」を目指し、子育て世代の住みやすさの向上を図り、定住・
移住を促進することが施策の中心となっています。
　意識調査によると、15歳～39歳における住み続けたいまちの要素で
は、「安心して子どもを産み育てられる」「子どもがのびのび育つ環境が
ある」が年齢が上がるにつれて割合が高くなっていることからも、15歳
～24歳の転入者が25歳～39歳において転出することを抑制していくた
めに、子育て世代の住みやすさの向上を図っていくことが、長期的に
見ると効果があると考えられます。
　なお、ご意見のあった高校生・大学生に対する施策については、高
校生、大学生、高等専門学校生を対象に、成績が優秀にもかかわら
ず、修学が困難な方に対し奨学金を支給しているところであり、就学機
会の確保の取組を継続して行うとともに、公民館において若者コー
ナーや広いフリースペースを設け、また中高生を含む若者向けの講座
を実施し、若者の利用の拡充を図ってまいります。
　こうしたことから、P.64「安全・安心でいきいきと学べる環境の確保」に
は「就学機会の確保」を追記します。
　なお、若者の活動に関する取組については、P.69「施策②豊かな地
域生活の実現」の中の取組に盛り込んでいます。

10
第三部
総合戦略

日本共産党
小金井市議団

　小金井市内では、空き家住宅は5,820戸（二次的住宅：
330戸、賃貸用の住宅：4,540戸、売却用の住宅：360戸、そ
の他の住宅：590戸）です。住宅総数58,700戸の１割が空き
家です（「平成24年3月策定した「小金井市住宅マスタープ
ラン」より）。
　空き家に対する対策は、人口問題、住環境、まちづくりに
かかわる問題です。住宅マスタープランでは、平成29年度、
30年度で、空き家実態調査を実施することを予定していま
す。実態調査と合わせて、高齢者向けの居場所づくりをは
じめとした様々な利活用を検討することが求められていま
す。
　空き家の利活用などを含めた対応が求められています。
こうした施策についても付け加えることが必要ではないで
しょうか。

　人口減少や高齢化が進展する中で、適正に維持管理されなくなった
空き家が増加しているところであり、市は、管理不全な空き家の適正な
管理に関する意識啓発を行うとともに、関係各課で連携しながら、所有
者等に対し、管理上必要な改善の要請を行ってまいります。
　また、平成24年度に実施した空き家の実態調査の結果を活用した施
策の検討も予定しており、産業振興分野においては、起業・創業家の
定着支援の一手法として、空き家の活用も検討しているところです。
　ご意見については、P.59「地元産業の育成と創業・起業者の市内定
着の促進」の中にも盛り込んでおりますが、あわせて、防犯の観点か
ら、P.67「施策②地域の防災・防犯体制の確立」の中の取組として、
「空き家対策等、防犯対策の推進」を追記します。
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No 項目 会派名 寄せられたご意見 意見に対する検討結果

11
第三部
総合戦略

日本共産党
小金井市議団

　基本目標２の基本的方向３では、商業者や建設業者など
地元事業者への具体的な支援策がありません。
　住宅マスタープランでは、住宅リフォーム制度の実施は平
成29年から33年度としています。早期に実現に向けての準
備が求められています。付け加えることが必要ではないで
しょうか。
　また商業者についても、地元商業者が活性化のために、
商店の売り上げアップのためのコンサルタントなどによる相
談事業や店舗の修繕等の助成制度など振興策の具体化を
盛り込むことが必要ではないでしょうか。

　基本目標２の基本的方向３では、職住近接となる働き方・ライフスタイ
ルという観点からの創業・起業支援、企業・事業者支援等を盛り込んで
います。
　ご意見の地元事業者への支援については、P.59「施策③小金井の
強みを活かした地域経済の活性化」の中で、地元産業の育成として盛
り込んでいます。
　産業振興については、産業振興プランに位置付けられた施策に取り
組むほか、国の専門家によるアドバイザー制度の紹介、小口事業資金
融資あっせん制度による修繕費等の利子補給・信用保証料の補助に
より支援を行ってまいります。

12
第三部
総合戦略

小金井市議会
公明党

　内容では、まず市内の産業については、市の将来像を含
めた適正な姿を探るべきではないかと思う。「長期的な視野
に立ち、地域を支える小金井らしい産業の育成を図ってい
く」とあるが、この戦略のなかでせめてその道筋を示せれ
ば、具体化へ向けた今後の議論が期待できると思う。

　産業振興の将来像及び実現の道筋は、産業振興プランの策定の中
で検討を行っており、その内容について総合戦略への適切な反映を
図っています。
　ご意見については、P59「施策③小金井の強みを活かした地域経済
の活性化」の中で、地域を支える小金井らしい産業の育成に関する取
組を盛り込んでいます。

13
第三部
総合戦略

小金井市議会
公明党

　小金井市の特徴を何ととらえ、それをどのようにアピール
するかが漠然としている。自然環境等のありきたりの表現だ
けでなく、市の売りを具体的に「何」にするか、もっと議論を
重ねるべきだったのではないか。

　意識調査においても、小金井市を選んだ理由として「みどり・水辺な
どの自然環境がよいから」が22.0％、住み続けたいまちの要素として
「みどり・水辺などの自然環境がよい」が28.2％と共に高い結果となって
います。
　「小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略等検討委員会」において
も、みどり・住環境といった点については、従来からある市の魅力、強
みであり、それを活かしながら他の施策の展開を図ることについてご議
論がありました。
　一方、小金井市の特徴という点で最も議論があったのは、「大学・研
究機関との連携や活用」といった視点でした。このことを市の強みとし
て産業分野ではP.59「施策③小金井の強みを活かした地域経済の活
性化」、教育分野ではP.64「施策①こどもたちがのびのび育つ環境の
充実」、「施策②子どもたちがいきいき学べる環境の充実」の中の取組
に盛り込んでいます。
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14
第三部
総合戦略

生活者
ネットワーク

　総合的にはよくできているのだが、せっかく小金井にある
地域資源を生かす方向、方策を取り入れて、更に魅力度を
アップすべきだ。

　ご意見のとおり、地域資源を生かしていくことにより、魅力向上を図っ
ていくことは重要なことであると考えております。
　地域資源を活用した方策としては、主なものとして、P.60の基本目標
１の基本的方向２「小金井の魅力を発信するシティプロモーションの推
進」の中の施策②「地域資源を活用した交流人口の拡大」で、まちなか
観光や名勝小金井（サクラ）、市民交流センターなどの活用を通して交
流人口の拡大を図っています。
　また、P.59の基本目標２の基本的方向１「魅力が共存する小金井らし
いまちづくりの推進」の中の施策③「小金井の強みを活かした地域経
済の活性化」で、教育・研究機関の集積などの強みを活かした産業の
創出を図っています。

15
第三部
総合戦略

生活者
ネットワーク

　こきんちゃんあいさつ運動よりも、地域や学校で、高齢者
と乳幼児、小中学生多世代が、顔を合わせて交流できる場
があれば、自然と挨拶しあうまちになる。そういう視点を入れ
るべきではないか。

　地域や、学生、高齢者など多世代の交流を生む取組によって、自然
と挨拶が生まれ、結果として防犯に資することも考えられるところであり
ます。
　多世代交流については、検討委員会においても多くの意見が交わさ
れたところであり、幅広い分野での効果が期待される取組であります。
　P.63「地域のおとな、高齢者などとの交流の場の提供や活動の支
援」、P.64、P.68「地域において世代を超えて交流できる機会・場の提
供」、P64「開かれた学校づくりによる、学校・家庭・地域が一体となった
学校教育の推進」、P69「地域に身近な施設としての図書館、公民館の
充実と活用」など、多世代交流が生まれる取組を幅広い分野の施策に
盛り込んでいます。

16
第三部
総合戦略

生活者
ネットワーク

　P67、68、69の重要業績評価指数に、具体的な事業への
多様な世代の参加数なども、目標に入れてもいいのではな
いか。「子育て広場」「地域子ども教室」「防災訓練」「プレー
パーク」などへの「多世代の参加」だ。

　ご意見について、ＫＰＩは総合戦略に位置付ける各施策の効果を客
観的に検証するためのものであり、施策の目的を踏まえ、適切に設定
したものであります。P.64「冒険遊び場開催回数」など多世代の交流に
関する事業についての指標も設定しているところであります。
　様々な視点からのKPIを設定することが理想的であると認識していま
すが、KPIは数値化が可能で、毎年進捗確認ができ、第４次基本構想・
後期基本計画との整合も図りながら設定させていただいております。
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No 項目 会派名 寄せられたご意見 意見に対する検討結果

17
第三部
総合戦略

緑・市民自治
こがねい

　戦略全体について、重要業績評価指標（ＫＰＩ）の目標値
の設定理由が不明瞭です。それぞれの根拠をお示しくださ
い。
　Ｐ59　「はけ」の保存のため、条例制定を明記してはどうで
しょうか。

　KPIは数値化が可能で、毎年進捗確認ができ、第４次基本構想・後
期基本計画との整合も図りながら設定させていただいております。
　P.59「はけ」の保存については、既に小金井市緑地保全及び緑化推
進条例に基づき環境保全緑地（環境緑地、公共緑地）に指定して保全
に努めています。
　また、東京都も適宜、公共緑地を地権者から買い取りを進めており、
公有地（都有地）としても保全に努めています。

18
第三部
総合戦略

緑・市民自治
こがねい

　Ｐ64　「よりよい地域社会を目指して地域貢献活動にかか
わろうとしている児童生徒」の定義と算出方法は。

　全国学力・学習状況調査の中の児童・生徒の地域貢献活動に関す
る意識調査に基づくものです。この回答の内、「当てはまる」「どちらか
といえば当てはまる」の平均から算出しています。

19
第四部
推進体制

日本共産党
小金井市議団

　国の「手引き」には、地方議会との関係について、「策定
段階や効果検証の段階において、（地方議会の）十分な審
議が行われるようにすることが重要」としています。
　しかし、小金井市は、会派代表者会議でわずか7分～8分
の説明を行い、会派の意見は文書で提出してほしいという
お粗末な対応でした。
　私たちは、議会の意見を聞くことにならないことを主張し、
ようやく2時間の全員協議会の開催にこぎつけました。こうし
た市の対応は極めて不誠実で、市議会の審議は不十分で
す。したがって、今回策定すべきではないと考えます。
　今後、市議会に報告し、十分なチェックや提案ができるよ
うな時間的余裕を保障することを求めるものです。

20
第四部
推進体制

小金井市議会
公明党

　人口ビジョン（案）・総合戦略（案）ともに、現状分析から方
向性を導きだす流れは理解できる。しかし、４ページに議会
との関わりが図式で示されているにもかかわらず、最終的な
締め切り間近になって案文が示され、充分な審議を経ること
無く決定に向かってしまうことは適切ではないと疑念を呈し
ておきたい。

　ご意見のとおり、時間的な事情があるにせよ、策定過程において審
議が不十分であると受け止められるに至ったことについては、反省す
べき点と真摯に受けとめております。
　一方で、国から遅くとも平成27年度中の策定が求められており、限ら
れた時間の中で、密度の濃いご審議をしていただいたことに感謝申し
上げます。
　総合戦略の推進にあたっては、各施策の効果を検証するための指標
として、数値目標やＫＰＩを定め、その指標の推移を年度ごとに確認す
ることで、施策の進捗や効果を検証し、必要に応じて見直しを図ること
としています。
　総合戦略に係る効果検証にあたっては、議会での十分な審議を行い
ながら、総合戦略の効果的な推進を図ってまいります。
　いただいたご意見を踏まえ、P72の「１　推進体制」を次のように修正
します。
　「総合戦略は、市民・議会をはじめ、・・・（中略）・・・幅広い分野での
連携を図り、議会とも十分な審議に努めてまいります。」
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No 項目 会派名 寄せられたご意見 意見に対する検討結果

21
第四部
推進体制

小金井市議会
民主党

　時間的な余裕が少ない中策定には様々なご苦労があっ
たことは推察できますが、策定にあたって議会意見を反映
する機会が今回だけで議会で議論する時間は限定的で
あったことは非常に残念。
　計画の策定そのものが目的化することのないよう、策定後
のPDCAサイクルの中で施策の検証を行い、検証の経過に
ついては議会にも十分な情報提供と所管委員会で議論で
きるよう配慮をお願いしたい。

22
第四部
推進体制

緑・市民自治
こがねい

議会への説明も2時間ほどで、議論する場がないまま策定
が進められて良いのでしょうか。市民や議会との意見交換
の場をもっと設けてから策定していただきたいと考えます。

23
第四部
推進体制

緑・市民自治
こがねい

　策定体制において市民をはじめとする幅広い分野から意
見の聴取を図るとありますが、パブリックコメントの周知は充
分でしょうか。2月14日に行われた市民フォーラム開催のお
知らせには、「将来の小金井を見据えた意見交換の場とし
たいと考えています。学生をはじめとする若い世代、子育て
世代の方々のご参加をお待ちしております。」とありますが、
当日14名ほどの参加者のうち、学生は一人もおらず、子育
てを終えた世代の方が目立ちました。

　パブリックコメント及び市民フォーラムの周知方法については、市報、
ホームページでの掲載のほか、各公共施設に資料の設置を行いまし
た。さらに、市民フォーラムについては、大学・高等学校への周知も
行ったところですが、結果的に学生世代の参加がなかったことは残念
なことであると感じています。

24
第四部
推進体制

緑・市民自治
こがねい

　推進体制には、「幅広い分野から意見の聴取を図り策定
してきた」とあり、連携を維持するとしていますが、聴取の経
過・実績をお聞かせいただきたい。

　総合戦略の策定にあたり、市民をはじめ、商工会などの産業界、金
融機関、労働関係団体、学識経験者、行政機関の職員等９名で構成
される「小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略等検討委員会（以下
「検討委員会」という。）」を設置し、これまで５回の委員会を開催し、さ
まざまな立場からの多様な意見を聴取しながら、人口ビジョン及び総合
戦略の検討を行ってきたところであります。
　今後は、総合戦略の効果検証にあたり、引き続き検討委員会を構成
した分野を中心とした検証機関を設置するなど、総合戦略の効果的な
推進を図ってまいります。

　ご意見のとおり、時間的な事情があるにせよ、策定過程において審
議が不十分であると受け止められるに至ったことについては、反省す
べき点と真摯に受けとめております。
　一方で、国から遅くとも平成27年度中の策定が求められており、限ら
れた時間の中で、密度の濃いご審議をしていただいたことに感謝申し
上げます。
　総合戦略の推進にあたっては、各施策の効果を検証するための指標
として、数値目標やＫＰＩを定め、その指標の推移を年度ごとに確認す
ることで、施策の進捗や効果を検証し、必要に応じて見直しを図ること
としています。
　総合戦略に係る効果検証にあたっては、議会での十分な審議を行い
ながら、総合戦略の効果的な推進を図ってまいります。
　いただいたご意見を踏まえ、P72の「１　推進体制」を次のように修正
します。
　「総合戦略は、市民・議会をはじめ、・・・（中略）・・・幅広い分野での
連携を図り、議会とも十分な審議に努めてまいります。」
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No 項目 会派名 寄せられたご意見 意見に対する検討結果

25 その他
日本共産党
小金井市議団

　小金井市人口ビジョン（案）及び小金井市まち・ひと・しご
と創生総合戦略（案）（以下「人口ビジョン及び総合戦略
（案）」という。）は、国の主導の下に、区市町村が策定する
努力義務として法律では位置づけられています。本来、総
合戦略の策定は、自治事務であるにもかかわらず、国は努
力義務を課し、技術的助言の名の下で、運用や運営上の
詳細な仕組みを自治体におしつけています。地方分権とは
程遠いものであり、国の進め方は見直すべきです。

26 その他
緑・市民自治
こがねい

　今回の総合戦略策定にあたって、策定委員会でも市の上
位計画にあたる「小金井しあわせプラン」と矛盾がないように
する必要があるとしておりますが、まち・ひと・しごと創生法
において、地方自治体が策定するにあたっては、「国や都
の戦略を勘案して定めるよう努めなければならない」として
います。これは、まち・ひと・しごと創生法に憲法92条（地方
公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本
旨において、法律でこれを定める）の視点が抜け落ちてい
ると判断できます。

27 その他
日本共産党
小金井市議団

　政府の人口ビジョン及びまち・ひと・しごと創生総合戦略
は、人口減少を問題にしているが、人口減少の原因と抜本
的な対策という点では不十分である。私たちは以下の点を
指摘し、抜本的な対応を国、東京都、小金井市、企業・事
業所に求めます。
　非正規雇用が4割を占める中、家庭を築き、子どもを育て
るための賃金に追いついていないことがあげられます。内
閣府の「平成22年度結婚・家族形成に関する調査報告書」
によれば、正規雇用の20歳代の男性の既婚率は25.5％、
非正規雇用は4.1％。30歳代では29.3％と5.6％です。
　賃金が低く不安定な働き方では、家庭を持つことは困難
であることは明らかです。

　政府の総合戦略においては、「若い世代の結婚・出産、子育ての希
望をかなえる」という基本目標があります。その中で、現状・課題として
就労形態は配偶者の有無の割合に大きく影響しているとの分析があ
り、そのための政策パッケージとして「若い世代の経済的安定」を掲
げ、若年雇用対策の推進や「正社員実現加速プロジェクト」の推進を
図ることとしています。
　市においては、賃金の改善について直接働きかけることはできませ
んが、求人情報の提供や創業・起業支援により、多様な働き方の中か
ら仕事を選べるよう支援を行ってまいります。
　なお、創業・起業支援については、P.65「施策①職住近接となるしご
との創出」、P.59「施策③小金井の強みを活かした地域経済の活性化」
の中の取組に盛り込んでいます。

　まち・ひと・しごと創生法第４条において、地方公共団体の責務とし
て、「地方公共団体は、基本理念にのっとり、まち・ひと・しごと創生に
関し、国との適切な役割分担の下、地方公共団体が実施すべき施策と
して、その地方公共団体の区域の実情に応じた自主的な施策を策定
し、及び実施する責務を有するものとすること」と示されています。
　市においても、国及び都の総合戦略を勘案し、国や都が示す諸課題
への対応に留意しながら、中長期的な視点で本市の実情に応じた総
合戦略を策定していくこととしています。
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No 項目 会派名 寄せられたご意見 意見に対する検討結果

28 その他
日本共産党
小金井市議団

　１人の子どもを育てるのに、教育費が1,000万円以上もか
かるといわれています。
子どもと親は、大学卒業後に数百万円の奨学金や教育ロー
ンに悩まされるケースも生まれています。
　国は自治体に対し、生産性の高い活力あふれた地域経
済の構築として「稼ぐ力」を求めていますが、その前に、①
正規雇用を増やすこと、②待機児童解消のために保育所を
増やすことや、子どもの医療費の無料化、幼稚園、保育所
の無償化など経済的支援を行うこと、③教育費の負担軽減
のために、高校、大学の授業料の無償化などの施策を、国
が実施することが求められているのではないでしょうか。

　平成27年7月に実施した「進学・就職・出産・子育てなどに関する意
識調査（以下「意識調査」という。）では、子育て・教育にかかる費用負
担が大きいことが子どもの人数の理想と現実のギャップの要因の１つと
なっています。
　政府の総合戦略においては、「若い世代の結婚・出産、子育ての希
望をかなえる」という基本目標があります。その中で、政策パッケージと
して若い世代の経済的安定を掲げ、若年雇用対策の推進や「正社員
実現加速プロジェクト」の推進、「少子化社会対策大綱」と連携した結
婚・妊娠・出産・子育ての各段階に対応した総合的な少子化対策の推
進を図ることとしており、その中でご意見のあった点についての対策が
掲げられていると考えます。

29 その他
小金井市議会
民主党

長期総合計画と市長の掲げるグランドデザインとの整合性
がない。

　策定の考え方（P.3）の中で、平成27年度中に策定する第４次基本構
想・後期基本計画（平成28年度～平成32年度）と整合させ、基本計画
に位置付けられる重点プロジェクトを基軸として施策の基本的方向を
定めるとともに、ＫＰＩの設定についても、基本計画の成果活動指標との
整合を図ることとしています。
　また、市長の掲げる市民と行政が共有するグランドデザインとの整合
性については、グランドデザインの全容を現時点でお示しできていな
いため、整合性の可否については回答はできませんが、グランドデザ
インの策定の際に整合を図るべきものと考えております。
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No 項目 パブリックコメント等実施後（新） パブリックコメント案（旧） 備考

1
第二部

人口ビジョン

P.54　(1)将来展望
　本市の将来人口は何も対策を講じなければ平成35年をピー
クに減少に転じ、2060年に99,800人になると推計しています。
特に地域経済を支え、納税者ともなる生産年齢人口は、平成
32年から減少局面に入るとともに、高齢化率も上昇を続けま
す。そのため、市民の生活を守り安定・発展させることに困難が
伴う場合も想定されるところです。

―

会派からの意見等を踏ま
え、将来展望の冒頭に危
機意識に関する記述を追
記

2
第二部

人口ビジョン

P.54　(2)目指すべき方向性
視点1　小金井市の魅力の発信と人々の交流から移住・定住へ
の誘引

みどりが多く、閑静な住宅街という小金井市の強みを周知する
とともに、魅力ある地域産業を育て、豊かな自然の保全・活用
により、まちの魅力を高めます。そして、市民の暮らしやすさを
さらに向上させるとともに、市外から人を引き寄せ、まちの魅力
を実感してもらうことを通じて、小金井市に住んでみたい・働い
てみたいと思う人を増やし、長期的な視野に立って移住・定住
へとつなげます。

視点3　だれもが住み続けたいと思う安全・安心と自己充足の
実現

子どもや子育て世代のみならず、高齢者も含めたあらゆる世代
が、ソフト・ハードの両面で安全・安心な住環境のなかで、充実
感を持ちながら暮らすことのできるまちを目指します。そのた
め、防犯・防災・健康・福祉はもとより、地域コミュニティの形成
や生涯学習・市民協働などの観点から、若者と子育て世代・高
齢者世代の交流を図ることなど、生きがいを感じることのできる
機会提供を図ります。

P.54　(2)目指すべき方向性
視点1　小金井市の魅力の発信と人々の交流から移住・定住へ
の誘引

みどりが多く、閑静な住宅街という小金井市の強みを周知すると
ともに、魅力ある地域産業を育てることで、まちの魅力を高めま
す。そして、市民の暮らしやすさをさらに向上させるとともに、市
外から人を引き寄せ、まちの魅力を実感してもらうことを通じて、
小金井市に住んでみたい・働いてみたいと思う人を増やし、長
期的な視野に立って移住・定住へとつなげます。

視点3　だれもが住み続けたいと思う安全・安心と自己充足の実
現

子どもや子育て世代のみならず、高齢者も含めたあらゆる世代
が、ソフト・ハードの両面で安全・安心な住環境のなかで、充実
感を持ちながら暮らすことのできるまちを目指します。そのため、
防犯・防災・健康・福祉はもとより、地域コミュニティの形成や生
涯学習・市民協働などの観点から生きがいを感じることのできる
機会提供を図ります。

会派からの意見等を踏ま
え、豊かな自然に関する
記述、多世代交流に関す
る記述を追記

小金井市人口ビジョン（案）及び小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）　新旧対照表

第６回まち・ひと・しごと創生 
総合戦略等検討委員会資料 

資料１９ 
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No 項目 パブリックコメント等実施後（新） パブリックコメント案（旧） 備考

3
第三部
総合戦略

P.64「安全・安心でいきいきと学べる環境の確保及び就学機会
の確保」

P.64「安全・安心でいきいきと学べる環境の確保」 会派からの意見等を踏ま
え、奨学金制度等の就学
機会確保に関する記述を
追記

4
第三部
総合戦略

P.67「空き家対策等、防犯対策の推進」

―

会派からの意見等を踏ま
え、空き家に関する記述
を追記

5
第三部
総合戦略

P.72　１　推進体制
　総合戦略は、市民・議会をはじめ、商工会などの産業界、大
学、金融機関、労働関係団体など、幅広い分野から意見の聴
取を図り策定してきました。総合戦略の施策の効果的な推進に
あたっても、策定段階における連携を維持しつつ、さらに市民
との協働を広げるとともに、取組に応じて産業・大学・金融など
における幅広い分野での連携を図り、議会とも十分な審議に
努めてまいります。」

P.72　１　推進体制
　総合戦略は、市民をはじめ、商工会などの産業界、大学、金
融機関、労働関係団体など、幅広い分野から意見の聴取を図り
策定してきました。総合戦略の施策の効果的な推進にあたって
も、策定段階における連携を維持しつつ、さらに市民との協働を
広げるとともに、取組に応じて産業・大学・金融などにおける幅
広い分野での連携を図ります。

会派からの意見等を踏ま
え、議会との連携等につ
いて推進体制に追記
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市民フォーラム等における主な意見 

（パブリックコメント・市議会各会派からの意見以外） 

 

１ 市民フォーラムにおける主な意見 

 ⑴ 市民フォーラム開催概要 

    
 ⑵ 主な意見 

   基本目標１  

  ①駅周辺は賑わっているが、商店街では店が減っている。商業振興にも力を入れて 

ほしい。 

  ②みどり・畑は減ってきている中で、農業を守ることも必要ではないか。 

  ③大学の国際分野・留学生センター等と連携して国際化を進めていくべきである。 

  ④江戸東京野菜、黄金の水、ときを刻むまち、玉川上水・野川の桜といった多くの 

魅力についても、もっとＰＲを工夫していくべきである。もっと魅力はたくさん 

あるので、市民どうしで探したりしていけるといいのではないか。 

  ⑤公民館を活用し、自分のまちを知る講座やイベントをしてはどうか。移住してき 

た人にとっても地元を知る機会となり、愛着にもつながるのではないか。 

  ⑥市全体としてシティプロモーションの手法を考えていくべきである。 

 

   基本目標２  

  ①こきんちゃんあいさつ運動を通して、顔見知りになり、子育てもうまくいくこと 

もあるのではないか。 

  ②地域で子どもを受け入れる雰囲気が大切である。高齢者と交流できる機会がある 

とよいのではないか。 

  ③当事者となる若い世代・子育て世代がこのような会に参加するためのＰＲが必要 

第６回まち・ひと・しごと創生 

総合戦略等検討委員会資料 

資料２０ 



である。 

  ④当事者の声を聞く必要があり、そのために当事者のところに飛び込んでいくなど

の地道な取組が求められていると思う。 

  ⑤男女共同参画の観点から、女性の相談窓口が利用しやすいようアナウンスが必要 

である。 

  ⑥高齢者が子どもに教えるだけでなく、ＩＴなど子どもが高齢者に教える機会があ 

ったほうが子どもの教育にもいいと思う。 

  ⑦子どもが地域のお祭りなどに参加することで地域への愛着につながると思う。 

 

 基本目標３  

  ①高齢化等の影響で自治会の加入者数は減っている。地域でどのように穏やかな社 

会生活を送り、満足度を高めていくかを考えていくことが必要である。 

  ②防災訓練・避難訓練が形骸化しており、よりリアリティを考えた訓練をしないと 

いけないのではないか。 

  ③商店街の良さを生かした地域コミュニティの形成が必要である。 

  ④空き家を地域の憩いの場として活用してはどうか。 

  ⑤多世代交流を充実させることで防犯にも良い影響があるのではないか。 

  ⑥元気な高齢者が多いので、シルバー人材センターなどを通して、積極的に活用し 

てほしい。 

  ⑦若者世代が主体となり、高齢者と交流等ができればいいのではないか。 

 

 

２ 市議会全員協議会における主な意見（各会派からの意見とも一部重複） 

 ①戦略をいかしていくための今後の推進体制はどうしていくのか。 

 ②策定過程で市長が代わった。新市長の政策との関係はどうなっているのか。 

 ③ＫＰＩの取捨選択の基準が不明確である。また目標数値の設定が一部において「維

持」など前向きなものではないのはいかがなものか。 

 ④施策について具体性に乏しいのではないか。 

 ⑤人を呼び込んでいこうというような意識的・能動的な戦略となっておらず、意気込 

みを感じられない。 

 ⑥国が示す総合戦略との関係性はどうなっているのか 

 ⑦基本目標の数値目標はどこまでにしていくかの目標はないのか。 

 ⑧人口をどのようなケースとしていくのか定めていかないと、過度の投資につながる 

ことになるのではないか。 


